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１．はじめに 

斜里町ウトロ地区は、斜里町役場から約40km離れた世界自

然遺産地域“知床”の基部に位置し、冬は国道334号知床峠

の通行止めにより、役場側が唯一のアクセス路となるため、

災害時には孤立化が懸念される地域である（図1.1）。 

本稿は、斜里町ウトロ地区で進める地区防災計画につい

て、地域協働を活用した計画策定や実施プランに基づく避難

訓練、避難困難地区解消に向けた新たな避難場所の設置な

ど、地域防災の取り組み事例を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.1.取組実施箇所 

 

２．ウトロ地区防災計画の概要 

2.1.地域協働を活用したウトロ地区防災計画の策定 

ウトロ地区は、人口約1,100人が居住し、外国人観光客を

含め年間約120万人が訪れる日本を代表する観光地である。 

津波発生時の地域住民と観光客の避難方法や冬期避難時の

知見収集など、国内において先進的モデル地区となり得るこ

とから、内閣府の「平成30年度 地域で津波に備える地区防

災計画策定支援対象地区」に選定された。計画策定には、ウ

トロ自治会が中心となり、内閣府の他、冬期唯一のアクセス

道路となる国道334号の道路管理者、平成19年度から継続実

施している協働型道路マネジメントの会議メンバーが参画し、

地域協働のもと地区防災計画の策定に着手した。 

内閣府のアドバイザー派遣による勉強会やワークショップ

等を重ね、ウトロ地区が抱える災害発生時の問題点や地域ニ

ーズ、備えるべき備蓄や設備、避難行動等を議論し、ウトロ

地区防災計画において目指す３つの目標と実現に向けた基本

方針を設定した（図2.1）。 

基本方針の実現を目指し、災害発生から復旧までの各フェ

ーズにおいて必要な項目を整理し、避難訓練による課題や対

策実施による効果検証等、2年かけて計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.ウトロ地区防災計画の基本方針 

 

2.2.雪かき活動と連携した避難訓練による課題把握 

ウトロ地区では、訪れた観光客に世界自然遺産知床の海や

流氷など、美しい景色を提供したいという地域住民の『思い

やり』から、民・官協働で道路脇のガードレールに堆雪した

雪壁を除去する雪かき活動を実施している。地域住民のみな

らず地元企業や観光客、行政、団体など幅広い参加者に支え

られ、年々参加者が増加しているボランティア活動である。 

策定過程におけるウトロ地区の津波避難時の問題点は、

「限られた高台への避難路」「避難路の路面凍結や堆雪によ

る通行支障」「地域情報を持たない観光客の避難誘導」であ

る。特に避難者の集中が予想されるウトロ漁村センターへの

避難路は、急峻・狭小であり、避難者と車両の接触や避難者

の先詰まりによる避難遅れ等の問題が懸念された。安全で確

実に避難するためには、地域独自の新たな避難ルールが必要

であると考えられ、実際の避難状況を想定した検証を行い、

地区防災計画に反映させる必要があった。 

そこで、多様かつ多く参加者が見込める雪かき活動と連携

した冬期避難訓練を実施し、冬期避難時の状況や避難路の課

題、実際に冬期路面を避難し感じたことを共有する意見交換

を実施することとなった。また冬期避難時の所要時間や避難

路における避難者及び車両の動向把握等、検証が必要な項目

に応じて、表2.1.に示す補足調査を立案、実施した。 

 

表2.1.検証項目と補足調査 

検証項目 補足調査 

①一方通行化による車両・歩行者の動き 定点カメラ設置による挙動・

導線確認 ②避難路の容量把握 

③ウトロ地区各所からの避難時所要時間 ＧＰＳロガー調査 

④避難時の動向把握 参加者アンケート調査 

 

＊1 国土交通省 北海道開発局 網走開発建設部  ＊2 まちづくりグループ しれとこ・ウトロフォーラム21 

＊3 株式会社ドーコン 交通事業本部 交通部 

☆ウトロ地区防災計画が目指すこと 
・災害時に全ての方が『逃げ切れる』、『助けきる』 

 ・日常を安心して暮らせる、過ごせること 
 ・防災でウトロ地区のまちづくりを目指して 
 

☆そのために （基本方針） 
・ウトロ地区の自治会・住民、企業、団体、行政が協力して

防災を考える 
・災害は、いつ来るかわからないから少しでも早く 
・災害は、被害があって始めて災害。被害を防げば災害は無

くなる 



３．ウトロ地区の津波避難時の課題と対応策 

3.1.冬期避難訓練の実施 

雪かき活動と連携した冬期避難訓練は、平成31年2月8日に

実施し、大寒波の中、地域住民や地元企業、関係団体や道内

外観光客等、前年を上回る総数188名が参加した（図3.1）。 

雪かき活動後、津波サイレン吹鳴を合図に避難訓練が開始、

避難場所へ徒歩又は車で目的とする避難施設へ移動、その後

避難施設のウトロ漁村センターにおいて、雪かき活動の懇親

会と炊き出し訓練及び冬期避難訓練に関するワークショップ

を開催し、情報の共有と意見交換を行った（図3.2）。 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1.雪かき活動参加者数 

 

3.2.冬期避難訓練で見えてきたウトロ地区の課題 

冬期避難訓練は、11:10網走沖で地震が発生した設定とし、

5分後に津波サイレンを吹鳴、その後所定の地点から徒歩や

自動車による避難を開始した。被験者には、事前にGPSロガ

ーを配布し、避難経路や主要ポイントの通過時間を計測し、

避難行動の把握を行った。 

ウトロ地区のうち、ウトロ西地区並びに道の駅周辺からの

徒歩避難では、津波到達時刻となる11:23までに、海抜10ｍ

に設定された津波バッファーゾーンに到達できた参加者は被

験者⑤の１名で、ウトロ西地区スタートの被験者①②は、共

に約４分超過する結果であった（図3.3）。 

以上の結果を踏まえ、冬期避難訓練後の意見交換会では、

①ウトロ西地区では津波到達時間までに避難できる一時避難

場所がないこと、②津波避難施設までの避難路に、電柱等の

支障物の存在や案内看板の未設置など、実際に避難する場合

の問題点が指摘された。 

 

図3.3.徒歩避難時の所要時間結果 

 

3.3.対応策の検討 

ウトロ地区の課題に対する対応策検討のため、ウトロ自治

会や斜里町、道路行政、建設業者が合同で避難路や津波一時

避難場所として使えそうな箇所を踏査し、専門的な立場から

実現性や対応策を検討する避難路点検を計画した。 

ウトロ西地区の津波一時避難場所候補は、民有地の通過等、

避難経路の課題はあるものの、海抜10ｍ以上で30人以上の避

難者が一時滞在可能なウトロトンネル坑口上部（以降ウトロ

ＴＮ上部と表記）が提案された（図3.4）。 

 

図3.4.ウトロＴＮ上部の津波一時避難場所候補地 

 

新たな避難場所候補地の点検結果では、林野庁敷地と民間

敷地を経由する２ルートの歩きやすさや、抗口上部スペース

の広さが確認のポイントとなった。踏査結果では、民間敷地

地権者の同意は必要であるが、比較的勾配が穏やかで避難時

間の短縮が見込める民間敷地経由ルートの優位性が高いとい

う意見が多かった。また抗口上部スペースは、約120㎡と30

人以上（1人当たり3.3㎡）の収容が可能と判断された。 

そこで、ウトロ自治会が中心となり、地権者との折衝やウ

トロ西地区住民の意見交換会を開催しニーズを整理した。ま

た階段等を仮設し、防災・避難訓練で設置時の効果を検証し、

対応策の有効性を把握することとした（図3.5）。 

令和元年9月の防災・避難訓練では、サイレン吹鳴後、ウ

トロ西地区の訓練参加者９名全てが２～５分で避難完了した

ことから、効果的と判断し新規設置の検討を進めた。 

  

  

図3.2.冬期避難訓練及び意見交換会の実施風景 

■雪かき活動開会式 ■冬期路面の歩行避難 

■炊き出し訓練 ■冬期避難に関するワークショップ 
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図3.5.合同避難路点検や避難訓練実施状況 

 

3.4.地域協働による津波一時避難場所の設置 

ウトロＴＮ上部スペースに津波一時避難を設置する場合、

道路占有許可が必要であり、許可には以下ような管理・運

用・維持といった対策が必要と考えられた。 

①抗口上部から道路側への転落防止 

②日常的な管理体制の確保 

③夜間でも使用可能な設備の設置 

④災害時や訓練時の民間敷地の利用同意 

⑤地域住民への利用時の周知 

ウトロ自治会や道路管理者の協働により、ウトロＴＮ上部

を津波一時避難場所として活用する場合の設置案や管理方法

を検討した結果、道路側の転落防止対策（図3.6）や避難路

及び避難場所の管理をウトロ自治会が実施し、ウトロ地区防

災計画に位置づけることで、斜里町役場が道路占用許可申請

を行い、令和元年9月に道路占用許可が交付された。 

 

 

図3.6.ウトロＴＮ上部避難場所設置案 

 

道路占有許可の交付を受け、令和元年９月に、ウトロ自治

会が中心となり、地域協働による安全設備を設置した。 

安全設備には、知床らしさに配慮した疑似杭や、夜間の転

落を防ぐ蓄光チェーンなども合わせて設置した（図3.7）。

また避難場所へ避難者を誘導するアイディアとして、全国初

となる津波避難灯台（みちほたる）を設置した（図3.8）。 

そして設置を知らせるチラシ（図3.9）を作成、ウトロ西

地区全戸や関係各所への配布により周知を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図3.7.ウトロＴＮ上部の転落防止等設置状況 

 

 

 

 

 

 

図3.8.津波避難灯台（みちほたる） 

 

 

図3.9.ウトロＴＮ上部の避難場所周知のチラシ 

  



４．斜里町ウトロ地区の冬期避難訓練の位置付け 

ウトロ地区防災計画では、新たに設置したウトロＴＮ上部

の津波一時避難場所を追加し避難マップ（図4.1及び図4.3）

を更新、令和２年２月に全体計画編をまとめ、３月斜里町地

域防災計画に付帯された。また地区防災計画の策定過程で雪

かき活動と冬期避難訓練の連携実施を踏まえ、継続的に実施

する位置付けとし、令和２年２月から冬期避難訓練（図4.2）

としてウトロＴＮ上部避難場所への避難訓練を実施している。 

 

図4.1.ウトロ地区防災計画における一時避難施設 

 

 

 

 

 

 

 

図4.2.ウトロＴＮ上部避難場所への冬期避難訓練状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．さいごに 

斜里町ウトロ地区の地区防災計画策定は、内閣府「平成30

年度 地域で津波に備える地区防災計画策定支援対象地区」

の選定を契機に、ウトロ自治会や内閣府及び支援アドバイザ

ー、地域の学識者、道路管理者や斜里町役場等の行政機関、

建設コンサルタント等が協働で推進体制を確保し計画策定を

支援した。現在は、令和２年に策定した全体計画編に基づき

防災の取り組みを進めているが、日々変化する自然・社会情

勢に対応するため、ＰＤＣＡサイクルによる計画見直しを盛

り込んでおり、様々な訓練内容やアイディアの実践により得

られた知見の反映を継続的に実施しているところである。 

本稿で紹介した斜里町ウトロ地区の取り組みは、年間を通

じて最も自然環境が悪化し、訓練参加者数が低下する冬期間

において、地域イベントの活用や地域協働と避難訓練を連携

させることで、策定に関わる負担の軽減や参加者の確保を図

り、地域住民の防災意識向上や新たな避難場所の設置等、効

率的・効果的な対策に結びついている。 

冬期に関わらず、祭事や地域固有のイベントと連携した防

災・避難訓練は、どこの地域でも実践することが可能であり、

マンネリ化しやすい避難訓練に変化を加え、地域住民の防災

意識向上を継続的に促進する契機になると考えられる。 

最後に、ウトロ地区防災計画策定を支援された関係各所の

皆様、国道334号斜里ウトロ間路線連絡会議に関係する皆様

に感謝の意を表します。 

 

 

 

図4.3.ウトロ地区避難マップ 

（新規追加） 


